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平成2５年度商工労働に関する
国の施策並びに予算に関する提案・要望
日頃から、大阪府商工労働行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。
　さて、わが国の経済は、緩やかに回復の兆しを見せておりますが、電力供給の制約や長引く円高による産業空洞化への影響が懸念されるなど、中小企業を取り巻く経営・雇用環境は依然として厳しい状況が続いております。　　
このような中、持続的な成長を実現するためには、アジア・世界の都市間競争に打ち勝つ環境整備を図り、わが国の成長エンジンである大阪の中小企業の国際競争力を高めていくことが重要です。　
大阪府におきましても、今後１０年間の目標を掲げた「大阪の成長戦略」を実現するため、「関西イノベーション国際戦略総合特区」を最大限活用しながら、新エネルギー・バイオなどの先端技術産業を核とした「世界をリードする産業・技術が生まれる都市」の形成に向け、様々な施策を講じているところです。
また、こうした成長を支える人材育成の強化や地域の強みを活かす労働市場の構築に向けた取組み等を進め、誰もがいきいきと仕事ができる“働きたい都市・大阪”の実現をめざしています。
これらの施策の推進にあたっては、国・広域自治体・基礎自治体の役割分担を徹底し、それに見合った権限と財源配分を行った上で、地域の実情にあった事業を展開できるよう、地方分権改革を推進することが不可欠です。その一方で、現行制度のもとでは、当面の間、国の責任によるセーフティネットの整備も重要であります。
　平成２５年度の国家予算編成に当たりましては、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
平成２４年７月
　　　　　　　　　　　　　大阪府知事　　　松 井　一 郎
１．　大阪経済を牽引する中小企業の取組みをしっかり支えるため、これら企業への円滑な資金供給の確保を図る等、資金面における支援をはじめ、中小企業の経営安定化を図る措置を講じること。
　　（具体例）
　　　　・信用保証協会の経営基盤の強化、信用補完制度の充実、強化
　　　　・下請中小企業対策の強化
など
２．　昨年12月に指定された「関西イノベーション国際戦略総合特区」を実効性あるものとするため、大阪・関西が提案している規制・制度の特例措置と税制・財政・金融上の支援の速やかな実現など、企業が活動しやすい環境整備を図られるとともに、大阪におけるバイオ、新エネルギー関連施策に対して重点投資を講じるなど、思い切った支援に取り組むこと。
　　（具体例）
　　　　・法人税等の優遇措置の拡充
・バイオ産業の振興に資する産学官による共同研究の推進
・スマートコミュニティ等のインフラ・社会システムの整備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
３．　現下の厳しい雇用情勢に対応するため、国において、地域の雇用環境を詳細に把握するとともに、若年者や就職困難者の就労･雇用対策や、職業能力開発制度の充実に早急に取り組むこと。また、非正規労働者の処遇改善や最低賃金の引き上げ、あいりん地域の対策強化など勤労者福祉の向上に向け、適切な措置を講じること。
　　（具体例）
・緊急雇用創出事業臨時特例交付金事業の継続・拡充
　　　・フリーター、若年無業者、障がい者等に対する雇用対策の充実
　　　  ・日雇労働者、ホームレスの人等に対する雇用対策の充実
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  など
４．　国と地方等の適正な役割分担を踏まえ、閣議決定されたアクション・プランにおける出先機関の原則廃止に基づき、近畿経済産業局の関西広域連合への権限等の一括移管及びハローワークの移管の実現に向けて、所要の措置を講じること。また、計量行政について、様々な課題が生じている実情を踏まえ、適切な措置を講じること。
　　（具体例）
　　　　・ハローワークの地方自治体への移管
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　など
平成２４年７月
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